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�愛媛県告示第３８４号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３１条の２の３第１項の規定により、次のとおり指定納付受託者を指定した。

令和４年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３８５号
次のとおり落札者を決定した。

令和４年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県
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この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

名 称 住所又は事務所の所在地 納付の委託を受けることができる歳
入等

納付の委託を受けるこ
とができる期間 指定年月日

株式会社愛媛ジェーシービー 愛媛県松山市勝山町二丁目４番地７ ふるさと愛媛応援寄附金に係る寄附
金歳入

令和４年４月１日から

令和５年３月３１日まで
令和４年３月３０日

株式会社ＤＧフィナンシャルテクノ
ロジー

東京都渋谷区恵比寿南３－５－７
デジタルゲートビル１０階

ふるさと愛媛応援寄附金に係る寄附
金歳入

令和４年４月１日から

令和５年３月３１日まで
令和４年３月３０日

株式会社トラストバンク 東京都渋谷区渋谷二丁目２４番１２号 ふるさと愛媛応援寄附金に係る寄附
金歳入

令和４年４月１日から

令和５年３月３１日まで
令和４年３月３０日

トヨタファイナンス株式会社 愛知県名古屋市西区牛島町６番１号 ふるさと愛媛応援寄附金に係る寄附
金歳入

令和４年４月１日から

令和５年３月３１日まで
令和４年３月３０日

毎週（火・金）曜日発行 第２９７号 令和４年４月８日

令和４年４月８日金曜日 第２９７号
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�愛媛県告示第３８６号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療

機関を次のように指定した。

令和４年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第３８７号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２の規定により、

指定医療機関から名称を次のように変更した旨の届出があった。

令和４年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第３８８号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２の規定により、

指定医療機関から次のように廃止した旨の届出があった。

令和４年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３８９号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２の規定により、指定医療機関（指定訪問看護事業者等）から指定訪問看護事業等を行う

事業所の所在地を次のように変更した旨の届出があった。

令和４年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

落札に係る特定役務の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

広報紙の印刷及び新聞折り込み業務
一式

愛媛県企画振興部
政策企画局広報広
聴課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

令和４年３月２９日
株式会社愛媛新聞社
愛媛県松山市大手町一
丁目１２番地１

７．３７円
（一部当たり） 一般競争入札 令和４年２月１５日

医療機関の名称 医療機関の所在地 指定年月日

もより調剤薬局 北伊予店 伊予郡松前町出作５４０番
地１ 令和４年３月１日

医療機関の名称 医療機関の所在地 変更年月日

（変更後）
ウエルシア薬局 四国中央
下柏店 四国中央市下柏町６７８－

１ 令和４年３月１日
（変更前）
コスモス薬局

（変更後）
ウエルシア薬局 四国中央
川之江店 四国中央市川之江町２９８０

－１ 令和４年３月１日
（変更前）
コスモス薬局中央店

（変更後）
ウエルシア薬局 四国中央
山田井店 四国中央市金生町山田井

乙１７－４ 令和４年３月１日
（変更前）
コスモス薬局山田井店

（変更後）
ウエルシア薬局 四国中央
妻鳥店 四国中央市妻鳥町４３５－

１ 令和４年３月１日
（変更前）
コスモス薬局川之江店

医療機関の名称 医療機関の所在地 廃止年月日

み ん な の 薬 局 西条市大町１６９５－４ 令和４年１月２９日

山 川 歯 科 医 院 西条市大町字川原町１３３４ 令和４年１月３１日

もより調剤薬局 北伊予店 伊予郡松前町出作５４０番
地１ 令和４年２月２８日

（変更後）
ウエルシア薬局 四国中央
東店 四国中央市金生町山田井

１２２４番２ 令和４年３月１日
（変更前）
コスモス薬局東店

（変更後）
ウエルシア薬局 新居浜坂
井店 新居浜市坂井町三丁目６

番２８号 令和４年３月１日
（変更前）
アップル薬局

（変更後）
ウエルシア薬局 新居浜駅
前店 新居浜市坂井町一丁目７

番１号 令和４年３月１日
（変更前）
コスモス薬局駅前店

（変更後）
ウエルシア薬局 愛媛労災
病院前店 新居浜市南小松原町１３番

３５号 令和４年３月１日
（変更前）
あおぞら薬局

（変更後）
ウエルシア薬局 新居浜中
萩店 新居浜市中萩町１番地３７

生活協同組合コープえひ
め コープ中萩内

令和４年３月１日
（変更前）
そよかぜ薬局

医 療 機 関 （ 指 定
訪問看護事業者等）の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

指 定 訪 問 看 護 事 業 等 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社Ｌｉｅｎ 伊予市米湊１１４１番地３ ぐんちゅう絆 訪問看護ステ
ーション

（変更後）
八幡浜市１２１１番地１

平成３０年４月１日
（変更前）
伊予市米湊６００番地１
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�愛媛県告示第３９０号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）

第１条第１項の規定による救急病院である。

令和４年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第３９２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の規定に

より、宇和島市三間町黒川、三間町音地、三間町三間中間地域に係

る県営土地改良事業計画を定めたので、同条第７項において準用す

る同法第８７条第５項の規定により、次のとおり土地改良事業計画書

の写しを縦覧に供する。

令和４年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ほ場整備事業・黒川地区）計画書の写し

２ 縦覧期間

令和４年４月１１日から５月１２日まで

３ 縦覧場所

宇和島市役所三間支所

�������
�愛媛県告示第３９３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の規定に

より、宇和島市三間町是能地域に係る県営土地改良事業計画を定め

たので、同条第７項において準用する同法第８７条第５項の規定によ

り、次のとおり土地改良事業計画書の写しを縦覧に供する。

令和４年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ほ場整備事業・是能地区）計画書の写し

２ 縦覧期間

令和４年４月１１日から５月１２日まで

３ 縦覧場所

宇和島市役所三間支所

�������
�愛媛県告示第３９４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の規定に

より、今治市孫兵衛作地域に係る県営土地改良事業計画を定めたの

で、同条第７項において準用する同法第８７条第５項の規定により、

次のとおり土地改良事業計画書の写しを縦覧に供する。

令和４年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ため池等整備事業・医王地区）計画書の写

し

２ 縦覧期間

令和４年４月１１日から５月１２日まで

３ 縦覧場所

今治市役所本庁

�������
�愛媛県告示第３９５号
急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第

５７号）第３条第１項の規定により、次の区域を急傾斜地崩壊危険区

域として指定する。

その関係図面は、愛媛県庁並びに関係の地方局建設部及び市役所

において縦覧に供する。

令和４年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

大倉地区

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱１０号までを順次

結んだ線及び標柱１０号と標柱１号を結んだ線に囲まれた区域

�愛媛県告示第３９１号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局地域産業振興部商工観光課並びに松山市役所において告示の日から

４月間縦覧に供する。

令和４年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

平成脳神経外科
病院

松山市北井門二丁目７番
２８号

医療法人松山平
成会

令和７年
３月３１日
まで

愛媛大学医学部
附属病院 東温市志津川４５４ 国立大学法人愛

媛大学
令和７年
３月３１日
まで

独立行政法人国
立病院機構愛媛
医療センター

東温市横河原３６６番地 独立行政法人国
立病院機構

令和７年
３月３１日
まで

愛媛労災病院 新居浜市南小松原町１３番
２７号

独立行政法人労
働者健康安全機
構

令和７年
３月３１日
まで

名 称 所 在 地 開 設 者 名 認 定 の
有効期限

社会医療法人石
川記念会ＨＩＴ
Ｏ病院

四国中央市上分町７８８番
地１

社会医療法人石
川記念会

令和７年
３月３１日
まで

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

松山三越・ファッション
タウン アヴァ

松山市一番町三丁目
１番地１ 外

大規模小売店舗において小売
業を行う者

株式会社松山三越
ほか２０者

株式会社松山三越
ほか２２者

令和４年
４月１日
ほか

令和４年
３月２５日
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�愛媛県告示第３９６号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

令和４年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 都市計画の種類及び名称

今治広域都市計画道路

３・５・３５ 丸田辻堂線

２ 都市計画を変更する土地の区域

� 追加する部分 今治市鯉池町三丁目、片山四丁目、八町西一

丁目、河南町二丁目、郷本町二丁目及び郷本

町三丁目の各一部

� 削除する部分 今治市郷本町三丁目の一部

�������
�愛媛県告示第３９７号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

令和４年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 都市計画の種類及び名称

宇和島都市計画臨港地区 宇和島臨港地区

２ 都市計画を変更する土地の区域

� 追加する部分

なし

� 削除する部分

大浦の一部

�������
�愛媛県告示第３９８号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次の都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

令和４年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 都市計画の種類及び名称

変 更 前 変 更 後

南予レクリエーション都市計画道
路
３・５・１１住吉町大浦線

宇和島都市計画道路
３・５・１１住吉町大浦線

２ 都市計画を定める土地の区域

� 追加する部分 なし

� 削除する部分 宇和島市住吉町及び大浦の各一部

�������
�愛媛県告示第３９９号
西条市橘土地改良区から認可申請のあった土地改良事業（維持管

理）の計画の変更は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４

年法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条第６項

の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

令和４年４月８日

愛媛県東予地方局長 山 本 泰 士

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 西条市橘土地改良区土地改良事業（維持管理）変更計画書の

写し

� 西条市橘土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

令和４年４月１３日から５月１６日まで

３ 縦覧場所

西条市役所本庁

�������
�愛媛県告示第４００号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

令和４年４月８日

愛媛県東予地方局長 山 本 泰 士

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

令和４年３月３０日

３ 指定道路の位置

四国中央市上柏町字井之上２８２番３の一部及び２８３番３の一部

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 ３４．３３メートル

� 幅員 ５．００メートル

�愛媛県告示第４０１号
次のとおり落札者を決定した。

令和４年４月８日

愛媛県立図書館長 小 池 照 雄

市 町 字 地 番 標 柱

西条市丹原町 関屋 甲３８５番１ １号

乙１４８番２３ ２号、３号

乙１４８番８ ４号、５号

乙１４８番９ ６号、７号

甲３９３番２７ ８号

甲３８８番９ ９号

甲３８８番８ １０号
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次のとおり一般競争入札に付する。

令和４年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

電子黒板機能付きプロジェクターの購入

� 購入物品名及び数量

電子黒板機能付きプロジェクター ２６９セット

（使用に当たり必要な運搬、搬入、設置、調整、説明等一式

を含む。）

� 購入物品の内容等

入札説明書等による。

� 納入期限

令和５年２月２８日（火）

� 納入場所

入札説明書等による。

� 入札方法

ア 入札は、原則として愛媛県電子入札システムを利用して行

うこととするが、愛媛県電子入札システムの利用者登録を行

っていない入札参加資格者が応札する場合には、紙入札を行

うことができる。

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の１０パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、令和２年度から令和４年度までの製造の請

負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業

者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 納入期間中に適正かつ確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� ４の�に掲げる提出期限の日から落札者の決定の日までの間
に、知事が行う入札参加資格停止の期間中にない者であること。

� 修理、点検、保守その他アフターサービスを長期にわたり円

滑に実施できる者であること。

� 緊急時に速やかに対応できるものであること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県出納局会計課用品調達係

〒７９０―８５７０ 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話（０８９）９１２―２１５６

� 入札書の受領期限

令和４年５月１９日（木）午前９時から同月２０日（金）午前９

時５９分まで

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所及び愛媛県電子入札システムによる。
� 開札の日時及び場所

令和４年５月２０日（金）午前１０時００分

愛媛県庁第二別館５階 入札室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類等を、入札説明書等に基

づき次の期限までに提出しなければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

提出期限：令和４年５月１３日（金）午後５時

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� 契約の成立

この公告の物品購入に係る契約は、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第９６条第１項第８号の規定により、愛媛県議会の議

決を得たときに、本契約として成立するものとする。

� その他

ア 契約保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１５２条か

ら第１５４条までの規定による。

イ 入札書の提出方法

電子入札による場合は、電子入札システムにより入札金額

及び電子くじ入力番号を入力のうえ、提出すること。

紙入札による場合は、入札書を直接または郵便（書留郵便

落札に係る借入物品及び委託業務の
名称及び数量

契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

図書館コンピュータシステムの構築、
機器等の借入れ及び運用・保守業務
一式

愛媛県立図書館
愛媛県松山市堀之
内

令和４年３月３０日
株式会社ＪＥＣＣ
東京都千代田区丸の内
三丁目４番１号

１，６６９，１４０円
（月額）

総 合 評 価
一般競争入札 令和４年２月１８日
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に限る。）により提出すること。

ウ 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be purchased：

Interactive Projector，２６９

� Time limit of tender：９：５９ a．m．，２０May２０２２

� For further information， please contact： Supplies

Procurement Section，Accounting Division，Treasury

Bureau，Ehime Prefectural Government，４―４―２ Ichibancho，

Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２１５６

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

令和４年４月８日

愛媛県公営企業管理者 山 口 真 司

１ 入札に付する事項

� 件名

ＤＲシステムの購入

� 購入物品名及び数量

ＤＲシステム １式

（使用に当たり必要な運搬、搬入、設置、調整、説明等一式

を含む。）

� 購入物品の内容等

入札説明書等による。

� 納入期限

令和４年９月２２日（木）

� 納入場所

愛媛県今治市石井町四丁目５の５

愛媛県立今治病院

� 入札方法

ア この公告の入札は、愛媛県電子入札運用基準（製造の請負

等編）に定義するシステム（以下「電子入札システム」とい

う。）による。ただし、愛媛県電子入札運用基準（製造の請

負等編）７�又は�の規定により紙入札による参加承諾を受
けた者にあっては、紙入札を行うことができる。

イ 入札金額は、購入予定物品の総額とすること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に

当該金額の１０パーセントに相当する額を加算した金額（当該

金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨

てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者

であるかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当

する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、令和２年度から令和４年度までの製造の請

負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業

者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

� 公告で示す物品を納入期限内に確実に納入できることを証明

した者であること。

� 法令等の定めによる許認可等に基づいて営業を行う必要があ

る場合にあっては、その許認可等に基づく営業であることを証

明した者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県公営企業管理局総務課財産管理係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―１０００ 内線４６２３

又は（０８９）９１２―２７９４

� 入札書の受領期限

令和４年５月２４日（火）午前９時から同月２６日（木）午後１

時２９分まで

� 入札説明書の交付方法

愛媛県ホームページ（http://www.pref.ehime.jp/）でダウン

ロード又は�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

令和４年５月２６日（木）午後１時３０分

愛媛県庁第二別館２階 公営企業管理局大会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から第１３７条までの規

定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類等を、入札説明書等に基

づき令和４年５月１１日（水）午後５時００分までに提出しなけれ

ばならない。

なお、愛媛県公営企業管理者から当該書類の内容に関し説明

を求められた場合は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると愛媛県公営企業管理者

が判断した入札者であって、愛媛県公営企業会計規程第１７６条

において例によることとされる愛媛県会計規則第１３３条の規定

に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をも

って有効な入札を行ったものを落札者とする。

� その他

ア 入札書の提出方法

電子入札による場合は、電子入札システムにより入札金額
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及び電子くじ入力番号を入力の上、提出すること。

紙入札による場合は、入札書を直接又は郵便（書留郵便に

限る。）により３�に掲げる場所に提出すること。
イ 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be purchased： DR

system，１ set

� Time limit of tender：１：２９ p．m．，２６May２０２２

� For further information， please contact： Property

Management Section，General Affairs Division，Public

Enterprise Management Bureau， Ehime Prefectural

Government，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime

７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２７９４

令和４年４月８日 発行


